
 

東大阪都市清掃施設組合における障害者活躍推進計画（第２期） 

 

令 和 ７ 年  ４ 月  １ 日 

東大阪都市清掃施設組合管理者 

 

 東大阪都市清掃施設組合における障害者活躍推進計画（以下「本計画」という。）は、障害者の雇用の促

進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「法」という。）第７条の３第１項に基づき、本組合

が実施する障害者である職員の職業生活における活躍推進の取組に関する計画である。 

 

１ 計画期間 

   本計画の期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間とする。 

 

２ 周知・公表 

計画を作成または変更した際は、全職員に周知するとともに、組合のウェブサイトに掲載する等、

適切な方法で公表する。 

    また、目標の達成状況及び取組の実施状況についても、毎年組合のウェブサイトへの掲載等により

公表する。 

 

３ 障害者雇用・採用の状況 

令和６年６月１日時点における法定雇用率３．０％（経過措置に伴い、R6.4.1～R8.6.30は 2.80％）

に対し、当組合令和６年６月１日時点の実雇用率は５．６２％となり、法定雇用率を達成している。 

なお、今後においては、一般職もしくは会計年度任用職員等において、障害者を対象者とした募集

を推進していくものとする。 

 

４ 目標と評価方法 

   【目標】 

① 各年度当該年６月１日時点の実雇用率を法定雇用率以上とする。 

② 障害者雇用の促進に関する理解を促進する。 

③ 不本意な離職者を極力生じさせない。 

 

【評価方法】 

① 毎年度、「障害者任免状況通報」により把握・進捗管理。 

② 障害者雇用に関する研修等の受講を促し、理解促進及び相談体制の充実を図る。 

③ 毎年度、４月１日と３月３１日の障害者である職員数を比較し、定着状況を把握・進捗管理。 

 

５ 障害者の活躍の推進に向けた体制整備 

障害者雇用推進者として事務局長を選任し、取組を推進する。また、障害者である職員が日常的に

相談しやすい体制となるよう人事担当及び産業医とも連携した相談先を確保し、職場の上司や同僚に

よる業務上の指導や支援の充実等、日常的な配慮を行う。 



 

６ 障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

    障害者である職員の障害特性や能力等を十分に把握し、職務の選定を行う。また、障害等により従

来の業務遂行が困難となった障害者から相談があった場合は、負担なく遂行できる職務の選定及び創

出について検討する。障害者の多様な働き方や雇用機会を確保するため、会計年度任用職員（非常勤）

での採用を検討し、推進していくものとする。 

 

７ 障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

    半期ごとに実施している人事評価面談や人事ヒアリングの際、障害者である職員に対しては、必要

な配慮等の有無を把握することとし、その結果を踏まえて検討を行い、継続的に必要な措置を講じる。 

また、中途障害者（在職中に疾病や事故等により障害者となった者）について、円滑な職場復帰の

ために必要な職場環境の整備、通院への配慮、働き方及びキャリア形成等について必要な措置を講じ

る。なお、措置を講じるに当たっては、障害者からの要望を踏まえつつも、過重な負担にならない範

囲で適切に実施する。 

 

８ その他 

    優先調達等については、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達に関する法律等の趣旨を

踏まえ、本組合の直接雇用だけでなく、民間事業者等において、障害者の活躍の場が拡大する取組に

ついて、調査・研究していくものとする。 


